
法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律等の
一部を改正する法律案の概要

法曹の養成のための中核的な教育機関としての法科大学院における教育の充実を図り、高度の専門的な能力及び優
れた資質を有する法曹となる人材の確保を推進するため、①法科大学院における教育は法曹となろうとする者に必要とさ
れる学識等を涵養するための教育を段階的かつ体系的に実施すべきこと等を大学の責務として新たに規定するとともに、
②法科大学院を設置する大学と当該法科大学院における教育との円滑な接続を図るための課程を置く大学との連携に
関する制度の創設、③法科大学院の課程における所定の単位の修得及び当該課程の修了の見込みについて当該法
科大学院を設置する大学の学長が認定した者に対する司法試験の受験資格の付与等の措置を講ずる。

趣 旨

平成32（2020）年４月１日（ただし、1.（４）及び経過措置に係る規定は公布日、３．①及び②並びに
１．のうち３．①に関係する規定は平成34（2022）年10月１日、３．③は平成33（2021）年12月1日）

施行期日

概 要
１．法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関する法律の一部改正

（１）法科大学院における教育の充実
① 法科大学院において、以下の学識等を段階的・体系的に涵養すべきことを規定。【第4条】

×××(ｱ) 法曹となろうとする者に共通して必要とされる学識及びその応用能力
×××(ｲ) 法曹となろうとする者に必要な専門的な法律に関する分野の学識及びその応用能力
×××(ｳ) 実務の基礎的素養や弁論能力等
② 法科大学院に、教育課程や成績評価・修了認定の基準等の公表を義務付け。【第5条】

（２）法科大学院と法学部等との連携に関する規定の新設
法科大学院を設置する大学が、当該法科大学院における教育との円滑な接続を図るための課程

（連携法曹基礎課程）を置こうとする大学と当該課程における教育の実施等に関する「法曹養成連携
協定」を締結し、文部科学大臣が認定する制度を創設。【第6条】

（３）法科大学院における入学者の多様性の確保
法学未修者、社会人、早期卒業・飛び入学により入学しようとする者に対する入学者選抜における配

慮義務を規定。【第10条】

（４）法務大臣と文部科学大臣の相互協議の規定の新設
法務大臣及び文部科学大臣は、法科大学院の学生の収容定員の総数その他の法曹の養成に関す

る事項について、相互に協議を求めることができること等を規定。【第13条】
※ 政令により法科大学院の定員増を認可事項とし、文部科学省告示により入学定員総数につき2,300人程度を上限とする。

２．学校教育法の一部改正 【第102条第2項】

大学院への飛び入学の資格について、当該大学院を置く大学が定める単位を優秀な成績で修得した
と認められる者に加えて、当該者と同等以上の資質・能力を有すると認められる者（※)を追加。

※ 文部科学省令により、判断材料として、法科大学院の「既修者認定試験」を規定。

３．司法試験法及び裁判所法の一部改正
① 司法試験の受験資格を有する者として、法科大学院の課程に在学する者であって、所定の単位を修得

しており、かつ、１年以内に当該法科大学院の課程を修了する見込みがあると当該法科大学院を設置す
る大学の学長が認定したものを追加し、受験可能期間の起算点の特則を規定。【司法試験法第4条第2項】

② 上記の受験資格に基づいて司法試験を受けた者については、司法試験の合格に加え、法科大学
院課程の修了を、司法修習生の採用に必要な要件として規定。【裁判所法第66条第1項】

③ 司法試験の選択科目相当科目の履修義務付け（※)を含む法科大学院教育の見直しを踏まえ、予
備試験の論文式試験について、選択科目を導入し、一般教養科目を廃止。 【司法試験法第5条第3項】

※ １．（１）①(イ)を踏まえ、文部科学省令において規定。 等



法科大学院を中核とする法曹養成制度改革の全体像 – 改革プラン –

✓ 司法試験の合格率低迷や受験資格取得までの時間的・経済的負担による法科大学院志願者の大幅な減少
→ 過半数の法科大学院（特に地方）が募集停止等。入学者数はピーク時の28％。予備試験合格者の74％が大学・法科大学院の学生（出願時）

✓ 法学未修者コース修了者の司法試験合格率の低迷
→ 司法試験累積合格率（法科大学院修了後５年間）について、法学既修者は７割超えの一方、法学未修者は約５割。社会人志願者等が激減

法科大学院が直面する主な課題

改革の趣旨

◎法科大学院を中核とするプロセスとしての法曹養成の理念を堅持し、法科大学院教育の充実を図りつつ、学生の資質・能力に応じ
てより短い期間で法曹となる途を拡充するとともに、法曹を目指す社会人や地方学生を支援し、制度の信頼性・安定性を確保

１．プロセス改革
～学部段階から司法修習までをプロセスとして再構築し、優れた資質
を有する志願者を呼び戻す～

１．プロセス改革
～学部段階から司法修習までをプロセスとして再構築し、優れた資質
を有する志願者を呼び戻す～

➡ 累積合格率目標を達成できるような充実した教育を速やかに実現

○法曹コースの設置等による法科大学院教育の充実
✓法曹志望者が学部段階から充実した教育を受けられるよう、法
科大学院と連携した学部課程として法曹コースを設置・拡充(☆)

✓法科大学院は、法曹コース修了者を対象に書類審査・面接等に
より特別選抜を実施(☆)※特別選抜の定員は全入学定員の2分の1を上限

✓法科大学院の収容定員を現状の範囲内(入学定員2,300人)で管理
し、司法試験合格まで予測可能性の高い養成制度を実現(☆)

○早期卒業・飛び入学の推進、司法試験の在学中受験の導入

✓早期卒業・飛び入学による入学希望者について、入学者選抜で
適切な配慮を行うなど（☆）早期卒業・飛び入学（3＋2）を推進
✓法科大学院在学中の司法試験受験を可能とし、早期卒業等の活
用と併せて、時間的・経済的負担の大幅な軽減を図る（☆）

✓法科大学院在学中受験資格で司法試験に合格した者につき、法
科大学院修了を司法修習生採用の要件とする（☆）

※プロセスにより、①専門的な法知識の修得、②創造的な思考力の育成や

先端的な法領域の理解、③実務基礎教育を通じ、人間性豊かな法曹を養成

２．多様性確保の推進
～社会人や他学部出身者が法科大学院で学べる環境を確保～

２．多様性確保の推進
～社会人や他学部出身者が法科大学院で学べる環境を確保～

３．法科大学院へのアクセス向上
～地方在住の法曹志望者が法科大学院で学べる環境を確保～

３．法科大学院へのアクセス向上
～地方在住の法曹志望者が法科大学院で学べる環境を確保～

✓法科大学院を有していない大学も、法曹コース設置が可能
※法科大学院が必要な協力を行う(☆)､入学者選抜で「地方専願枠」も可能

✓学部成績以外の要素を考慮して飛び入学を認めることを可能とし(☆）、
法科大学院不在地域の学生の早期進学も推進

✓ＩＣＴ等を活用し、法科大学院不在地域の大学から法科大学院進学を促進

➡多様なバックグラウンドを有する有為な人材を確保し､質の高い未修者教育を実現

✓ 法科大学院の受験時期や科目等について入学者選抜で配慮（☆）

✓１年次終了時に共通到達度確認試験を導入し、全国レベルでの成績
把握、教育改善を実現

✓ＩＣＴ等を活用した、社会人に特化した教育の推進

法曹養成制度の理念に立ち返った法科大学院改革

法曹コースの設置・早期卒業等の推進・司法試験の在学中受験の導入により、有為な人材を呼び戻し、法曹養成制度の理念である
「プロセスとしての養成」を立て直す。 併せて、多様なバックグラウンドを有する人材を確保し、「プロセス教育」の内容を一層充実させる。

４．その他、推進会議決定事項４．その他、推進会議決定事項

✓法科大学院改革の進捗に合わせ、予備試験の必要な制度的措置を検討

✓法曹有資格者の活動領域の拡大に向けた環境整備を、引き続き実施

✓法務省と文科省が連携し、関係機関等の協力を得て、改革の取組を推進

（☆）：法律改正事項


